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運動部合同チ－ムの公式大会への参加規定の現状 
The participation in official meeting prescribed present conditions of the 


























































































































































































・2002 年 3 月、全国高体連は「複数校合同チ－
ムについて」の基準を定める。高校総体の各都
道府県予選への出場が可能となる。 
・2011 年 4 月、高野連は東日本大震災で被災し、
部員不足となった学校の合同チ－ムの大会参加
を認める特例措置を承認。 
・2011 年 8 月、秋季高校野球福島県大会におい
て震災合同チ－ムが初出場。 


































































































































































































































3)平成 12・13 年度神奈川県高校 3 高校によるラ
グビ－部の連携活動の事例。 
4)クラブ活動の必修化（必修クラブ） 
 小学校 1968 年改定 1971 年実施 
 中学校 1969 年改定 1972 年実施 














平成 20.3 102 頁 
7)「中学校学習指導要領」（文部科学省） 
平成 20.3 5 頁 
8)「高等学校学習指導要領」（文部科学省） 
平成 20.3 8 頁 
9) 平成 20 年 10 月より部活動手当を含む教員特
殊業務手当は、土曜・日曜で 2400 円となる。 
10）「スポ－ツ振興基本計画」（文部科学省） 
平成 12.9.策定、平成 18.9.改定 11 頁 
11)「教育振興基本計画」（文部科学省） 
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